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1 はじめに
無線マルチホップネットワークでは, 送信元ノード
から送信先ノードまでの隣接ノード列から構成される
無線マルチホップ配送経路を検出, 構築し, この経路に
沿ってデータメッセージを配送する. ある中継ノード
がデータメッセージを次ホップ中継ノードに転送する
ときに, 同時並行にこの次ホップ中継ノードのいずれか
の隣接ノードが無線信号を送信すると, この次ホップ中
継ノードで衝突が発生し, 転送されたデータメッセージ
の受信に失敗する. 衝突を回避するために IEEE802.11
等の無線 LANプロトコルでは, RTS/CTS制御を導入
している. しかし, 衝突回避を隣接ノード群のメッセー
ジ送信待機によって実現しているために, データメッ
セージの配送遅延の延長を逃れることはできない.

2 関連研究
無線マルチホップ通信では, データメッセージ群の配
送要求の発生にともなって無線マルチホップ配送経路
を探索, 検出, 構築するオンデマンド型のプロトコルが
広く用いられている. 複数の無線マルチホップ配送経
路が近接する, すなわち, 異なる配送経路を構成する中
継ノードが互いに無線信号到達範囲に含まれる場合に
は, これらが送受信するデータメッセージが互いに衝
突し, 再送信されることによる配送遅延の延長を回避
するために, CSMA/CAに加えて RTS/CTS制御を導
入するが, メッセージ送信待機による性能低下の問題
がある. 既存のルーティングプロトコルでは既存配送
経路に対して交差する配送経路を検出するような送信
元ノード, 送信先ノード, 既存配送経路の配置において
は, 送信元ノードから送信先ノードへの既存配送経路
と交差しない迂回配送経路を探索, 検出, 構築するルー
ティングプロトコルが提案されている [2][3]. ここでは,
構築された配送経路に沿ったデータメッセージ配送に
よって, 異なる配送経路間の干渉を回避することは可
能となるが, 一般的には配送経路長が延長することに
よって配送遅延が延長し, 電力消費量が増大する.

3 提案手法
3.1 交差点近傍における並行転送
図 2に示すような 2つの無線マルチホップ配送経路

R, R′ の無線リンク NiNi+1, N ′
iN

′
i+1 で交差する場合

を考える. このとき, Ni+1 が Ni の無線信号到達範囲
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に含まれることから, N ′
i と N ′

i+1 とがともに Ni の無
線信号到達範囲に含まれないことは稀であり, さらに
多くの場合N ′

i とN ′
i+1とがともにNiの無線信号到達

範囲に含まれる. Ni+1に対しても同様の考察が可能で
あることから, Ni, Ni+1, N ′

i , N ′
i+1 は互いに無線信号

到達範囲に含まれる可能性が高い. この場合, 例えば
Ni−1からNiへのデータメッセージ転送を行なうため
に RTS/CTS制御を適用すると, Ni が送信する CTS
を受信する Ni+1, N ′

i , N ′
i+1 はすべて NAV (Network

Allocation Vector) を設定してメッセージの送信を待
機する. その結果, 無線リンク |NiNi+1⟩, |Ni+1Ni+2⟩,
|N ′

i−1N ′
i⟩, |N ′

iN
′
i+1⟩, |N ′

i+1N ′
i+2⟩を通したデータメッ

セージ転送はすべて待機しなければならない.
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図 1: 交差点近傍の中継ノード間干渉.

ところが, SIR モデル [1] に示されるように, ノー
ドが異なる隣接ノードから同時並行に送信される無線
信号の到達範囲に含まれている場合においても, その
受信電力に閾値以上の差異があれば, 受信電力の大き
な無線信号を受信することが可能となるキャプチャエ
フェクトが発生する. この影響を考慮すると, 無線
リンク |Ni−1Ni⟩, |NiNi+1⟩, |Ni+1Ni+2⟩, |N ′

i−1N ′
i⟩,

|N ′
iN

′
i+1⟩, |N ′

i+1N ′
i+2⟩ の一部は中継ノードの配置に

よってデータメッセージを同時並行に転送することが
可能である.
[|Ni−1Ni⟩ と |N′

i−1N′
i⟩] Ni と N ′

i とが互いに無線
信号到達範囲に含まれることから, これらが送信する
CTS , ACK とこれらが受信するデータメッセージと
がこれらのノードで衝突することが考えらえる. ただ
し, |Ni−1Ni| < |NiN

′
i |であるならば, Ni−1とN ′

i とが
同時並行にメッセージを送信してもNiはNi−1からの
メッセージをキャプチャエフェクトによって受信する
ことが可能であり, |N ′

i−1N ′
i | < |NiN

′
i |であるならば,

N ′
i−1とNiとが同時並行にメッセージを送信してもN ′

i

は N ′
i−1 からのメッセージをキャプチャエフェクトに

よって受信することが可能である.
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[|Ni+1Ni+2⟩と |N′
i+1N′

i+2⟩] Ni+1とN ′
i+1とが互い

に無線信号到達範囲に含まれることから,これらが送信
するデータメッセージとこれらが受信するCTS , ACK
とがこれらのノードで衝突することが考えらえる. ただ
し, |Ni+1Ni+2| < |Ni+1N ′

i+1|であるならば, Ni+2 と
N ′

i+1とが同時並行にメッセージを送信してもNi+1は
Ni+2からのメッセージをキャプチャエフェクトによって
受信することが可能であり, |N ′

i+1N ′
i+2| < |Ni+1N ′

i+1|
であるならば, N ′

i+2 と Ni+1 とが同時並行にメッセー
ジを送信してもN ′

i+1はN ′
i+2からのメッセージをキャ

プチャエフェクトによって受信することが可能である.
[|Ni−1Ni⟩と |N′

i+1N′
i+2⟩] NiとN ′

i+1とが互いに無
線信号到達範囲に含まれることから, Ni が送信する
CTS , ACK とN ′

i+1が受信するCTS , ACK がN ′
i+1で

衝突する, あるいは, N ′
i+1 が送信するデータメッセー

ジと Ni が受信するデータメッセージが Ni で衝突す
ることが考えらえる. ただし, |N ′

i+1N ′
i+2| < |NiN

′
i+1|

であるならば, N ′
i+2 と Ni とが同時並行にメッセージ

を送信しても N ′
i+1 は N ′

i+2 からのメッセージをキャ
プチャエフェクトによって受信することが可能であり,
|Ni−1Ni| < |NiN

′
i+1|であるならば, Ni−1 と N ′

i+1 と
が同時並行にメッセージを送信してもNiはNi−1から
のメッセージをキャプチャエフェクトによって受信す
ることが可能である. なお, [4]では, 経路内における
キャプチャエフェクトを考慮した並行転送のための条
件, すなわち, 無線リンク |Ni 1Ni⟩と |Ni+1Ni+2⟩とで
同時並行のデータメッセージを配送するための条件が
示されている.

3.2 交差経路探索
前節で述べたように, 交差配送経路間でデータメッ
セージを並行転送する機会をより多くすることによっ
て,配送遅延の延長をより縮小した交差配送経路を実現
することができる. 既存配送経路R′に交差する配送経
路 Rを経路探索制御メッセージ Rreq のフラッディン
グによって探索, 検出, 構築するためには, |N ′

iN
′
i+1⟩と

適切に交差する無線リンク |NiNi+1⟩を選択することが
求められる. そこで, Rreqを受信したNi, Ni+1が並行
転送機会の提供という観点から自身の優先度を評価し,
それに応じて Rreq の受信から Rreq のブロードキャス
ト送信までの待ち時間を設定する手法を提案する.
ここで, 各ノードは隣接ノードとの間の最新の距離
情報を取得していることを仮定する. 経路 R′ が構築
されるとき Ni は, N ′

i+1 および N ′
i が送信する経路探

索応答制御メッセージRrepを傍受する. このRrepに,
R′ における前後ホップの無線リンク長 (中継無線ノー
ド間距離)をピギーバックすることによって, |N ′

i−1Ni|,
|N ′

i+1Ni+2|を得る. |N ′
i−1Ni|, |N ′

i+1Ni|は保持してい
ることから, N ′

i , N ′
i+1 におけるキャプチャエフェクト

による衝突回避を考慮したデータメッセージ並行配送
の可能性を評価することができる. そして, NiがNi−1
からRreqを受信したならば, |Ni−1Ni|が定められるこ
とから, Ni におけるキャプチャエフェクトによる衝突
回避を考慮したデータメッセージ並行配送の可能性を
評価することができる. これらの評価に基づいてNi自
身がデータメッセージの並行配送機会をより提供する
ノードであると判断したならば, 短い待機時間の後に
Rreq をブロードキャスト送信する. この待機時間は,
フラッディングを用いたルーティングプロトコルの性
質から, 短く設定するほど自身を含む配送経路が検出

され易くするように作用する. すなわち, 既存配送経路
のデータメッセージ配送と無線リンク |Ni−1Ni⟩を用
いたデータメッセージ転送とがより並行に実施するこ
とが可能となるようなNi を選択し易くする.

Ni+1についても同様に,経路R′が構築されるときに
N ′

i+1 および N ′
i が送信する Rrepを傍受し, |N ′

i−1Ni|,
|N ′

i+1Ni+2|を得る. |N ′
i−1Ni+1|, |N ′

i+1Ni+1|は保持し
ていることから, N ′

i , N ′
i+1 におけるキャプチャエフェ

クトによる衝突回避を考慮したデータメッセージ並行
配送の可能性を評価することができる. そして, Ni+1
が Ni から Rreq を受信したならば, この評価に基づい
て Ni+1 自身がデータメッセージの並行配送機会をよ
り提供するノードであると判断したならば,短い待機時
間の後にRreqをブロードキャスト送信する. この待機
時間は, フラッディングを用いたルーティングプロトコ
ルの性質から,短く設定するほど自身を含む配送経路が
検出され易くするように作用する. すなわち, 既存配送
経路のデータメッセージ配送と無線リンク |Ni+1Ni+2⟩
を用いたデータメッセージ転送とがより並行に実施す
ることが可能となるようなNi+1 を選択し易くする.
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図 2: ルーティングプロトコル

4 まとめ
本論文では,既存配送経路と交差する新規配送経路を

検出する手法を提案した. これらの経路の交差無線リ
ンクの前後無線リンクにおけるデータメッセージ配送
の並行性を経路検出の指標とすることを提案し,これを
用いるルーティングプロトコルの概略を示した. これら
の経路に沿ったデータメッセージ配送には [?]の 2種類
のNAVを導入することによって拡張されたRTS/CTS
制御手法を用いる. 本手法によるデータメッセージ配
送性能を従来ルーティングによる交差配送経路を用い
る場合, 迂回配送経路を用いる場合と比較評価するこ
とが今後の課題である.
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